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報告第１号  令和４年度南国市国民健康保険特別会計決算報告について

歳　　入 (単位：千円) 歳　　出 (単位：千円)

現年度分 866,587 868,736 902,557 △ 33,821 102,976 108,091 79,820 28,271

滞納分 36,489 42,008 39,671 2,337 療養給付費 3,600,000 3,305,256 3,480,122 △ 174,866

小   計 903,076 910,744 942,228 △ 31,484 療養費 23,000 19,183 21,695 △ 2,512

総務手数料 1 1 3 △ 2 審査支払手数料 12,000 10,961 11,602 △ 641

督促手数料 1,000 569 562 7 高額療養費 590,000 542,259 563,484 △ 21,225

小   計 1,001 570 565 5 高額介護合算療養費 450 296 231 65

0 0 2,775 △ 2,775 高額外来年間合算療養費 1,300 1,102 1,149 △ 47

普通交付金 4,226,800 3,871,954 4,070,290 △ 198,336 出産育児諸費 16,810 4,354 9,591 △ 5,237

特別交付金 106,115 131,260 115,839 15,421 葬祭費 2,010 1,920 1,950 △ 30

小   計 4,332,915 4,003,214 4,186,129 △ 182,915 移送費 50 0 0 0

一般会計繰入金 555,293 530,581 525,838 4,743 傷病手当金 0 228 77 151

基金繰入金 18,141 8,711 12,293 △ 3,582 小   計 4,245,620 3,885,559 4,089,901 △ 204,342

小   計 573,434 539,292 538,131 1,161 医療給付費分 1,042,778 1,042,778 1,090,879 △ 48,101

1 0 0 0 後期高齢者支援金等分 281,280 281,279 284,859 △ 3,580

16,824 13,777 21,144 △ 7,367 介護納付金分 104,089 104,089 100,804 3,285

5,827,251 5,467,597 5,690,972 △ 223,375 小   計 1,428,147 1,428,146 1,476,542 △ 48,396

共同事業拠出金 10 0 0 0

保健衛生普及費 18,140 14,587 13,987 600

特定健康診査等事業費 28,900 25,433 25,115 318

小   計 47,040 40,020 39,102 918

基金積立金 1 5 5 0

10 0 0 0

その他の支出 3,447 5,776 5,602 174

5,827,251 5,467,597 5,690,972 △ 223,375

科     目
令和４年度
当初予算額

令和４年度
決算額

令和３年度
決算額

対前年増減額 科     目
令和４年度
当初予算額

令和４年度
決算額

令和３年度
決算額

歳 出 合 計

対前年増減額
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(単位：千円) (単位：千円)

保険税 910,744

17%

使用料及び手数

料 570

0%

県支出金

4,003,214
73%

繰入金 539,292

10%

繰越金 0

0%

その他の収入

13,777
0%

総務費

108,091
1%

保険給付費

3,885,559
71%

国保事業費納付金

1,428,146
26%

保健事業費

40,020
1%

基金積立金 5

0% その他の支出

5,776…

歳入 歳出

令和４年度 決算
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報告第２号  令和５年度南国市国民健康保険特別会計決算（見込み）について

歳　　入 (単位：千円) 歳　　出 (単位：千円)

4～12月実績額① １～３月見込額② 4～12月実績額① 1～3月見込額②

現年度分 830,532 611,700 210,772 822,472 868,736 △ 46,264 80,587 67,642 16,911 84,553 108,092 △ 23,539

滞納分 34,651 36,580 1,213 37,793 42,008 △ 4,215 療養給付費 3,550,000 2,186,568 1,363,427 3,549,995 3,305,256 244,739

小   計 865,183 860,265 910,744 △ 50,479 療養費 22,000 13,667 8,333 22,000 19,183 2,817

総務手数料 1 1 0 1 1 0 審査支払手数料 12,000 7,967 4,033 12,000 10,961 1,039

督促手数料 201 198 3 201 569 △ 368 高額療養費 600,000 404,689 195,311 600,000 542,259 57,741

小   計 202 199 3 202 570 △ 368 高額介護合算療養費 450 151 299 450 296 154

145 0 242 242 0 242 高額外来年間合算療養費 1,300 0 1,300 1,300 1,102 198

普通交付金 4,185,800 2,621,070 1,564,730 4,185,800 3,871,954 313,846 出産育児諸費 14,510 10,083 4,427 14,510 4,354 10,156

特別交付金 102,000 16,495 85,783 102,278 131,260 △ 28,982 葬祭費 2,040 1,140 900 2,040 1,920 120

小   計 4,287,800 4,288,078 4,003,214 284,864 移送費 50 0 50 50 0 50

一般会計繰入金 496,178 0 493,885 493,885 530,581 △ 36,696 傷病手当金 0 5 0 5 228 △ 223

基金繰入金 0 0 0 8,711 △ 8,711 小   計 4,202,350 4,202,350 3,885,559 316,791

小   計 496,178 493,885 539,292 △ 45,407 医療給付費分 900,392 675,296 225,096 900,392 1,042,778 △ 142,386

1 0 1 1 0 1 後期高齢者支援金等分 288,801 216,601 72,200 288,801 281,279 7,522

16,824 7,487 6,770 14,257 13,777 480 介護納付金分 100,027 75,021 25,006 100,027 104,089 △ 4,062

5,666,333 5,656,930 5,467,597 189,333 小   計 1,289,220 1,289,220 1,428,146 △ 138,926

共同事業拠出金 10 0 10 10 0 10

保健衛生普及費 18,060 4,164 13,826 17,990 14,587 3,403

特定健康診査等事業費 29,800 18,661 11,139 29,800 25,433 4,367

小   計 47,860 47,790 40,020 7,770

基金積立金 41,568 27,952 27,952 4 27,948

10 10 10 0 10

その他の支出 4,728 2,920 2,125 5,045 5,776 △ 731

5,666,333 5,656,930 5,467,597 189,333
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当初予算額
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（対前年）
令和５年度
当初予算額

令和５年度実績
比  較

（対前年）
令和４年度

決算額

令和５年度
決算見込額

①+②



（以下余白　次ページへ）
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議案第１号  令和６年度南国市国民健康保険特別会計　当初予算（案）について

歳　　入 (単位：千円) 歳　　出 (単位：千円)

令和５年度当初予算額 令和６年度当初予算（案）額 比  較 令和５年度当初予算額 令和６年度当初予算（案）額 比  較

現年度分 830,532 777,589 △ 52,943 80,587 86,265 5,678

滞納分 34,651 32,722 △ 1,929 療養給付費 3,550,000 3,500,000 △ 50,000

小   計 865,183 810,311 △ 54,872 療養費 22,000 20,000 △ 2,000

総務手数料 1 1 0 審査支払手数料 12,000 12,000 0

督促手数料 201 201 0 高額療養費 600,000 600,000 0

小   計 202 202 0 高額介護合算療養費 450 400 △ 50

145 1 △ 144 高額外来年間合算療養費 1,300 1,300 0

普通交付金 4,185,800 4,157,219 △ 28,581 出産育児諸費 14,510 18,010 3,500

特別交付金 102,000 86,512 △ 15,488 葬祭費 2,040 2,040 0

小   計 4,287,800 4,243,731 △ 44,069 移送費 50 50 0

一般会計繰入金 496,178 499,891 3,713 小   計 4,202,350 4,153,800 △ 48,550

基金繰入金 0 0 0 医療給付費分 900,392 886,517 △ 13,875

小   計 496,178 499,891 3,713 後期高齢者支援金等分 288,801 287,796 △ 1,005

1 1 0 介護納付金分 100,027 95,523 △ 4,504

その他の収入 16,824 12,055 △ 4,769 小   計 1,289,220 1,269,836 △ 19,384

5,666,333 5,566,192 △ 100,141 共同事業拠出金 10 10 0

保健衛生普及費 18,060 20,438 2,378

特定健康診査等事業費 29,800 28,804 △ 996

小   計 47,860 49,242 1,382

基金積立金 41,568 2,372 △ 39,196

10 10 0

その他の支出 4,728 4,657 △ 71

5,666,333 5,566,192 △ 100,141
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(単位：千円) (単位：千円)

保険税 810,311

15%

使用料及び手数

料 202

0%

国庫支出金 1

0%

県支出金 4,243,731

76%

繰入金

499,891
9%

繰越金 1

0%

その他の収入

12,055
0%

総務費

86,265
1%

保険給付費

4,153,800
75%

国保事業費納付金

1,269,836
23%

共同事業拠出金

10
0%

保健事業費

49,242
1%

基金積立金

2,372
0%

その他の支出

4,657
0%

令和６年度 当初予算（案）

歳出歳入

  7



 8

　令和６年度の国保制度改正について
〇国保税課税限度額の引き上げ　

国保税の負担額は一定の上限額が設けられています（Ｒ５：基礎課税分 ６５万円、後期高齢者支援金分 ２２万円、介護納付金分 １７万円）。

上限額を引き上げることで、高所得層に多く負担してもらい、中間所得層の負担軽減につなげる狙いがあります。

国は団塊世代の後期高齢者移行により、増加傾向が続く後期高齢者支援金分を令和６年度に２万円引き上げ２４万円と決定しました。

全体の課税限度額は１０６万円となります。

〇低所得者に係る軽減判定所得の引き上げ

国保税では低所得者に対する軽減措置として所得に応じて、７割、５割、２割軽減を行っています。

５割、２割軽減の判定基準額は物価上昇の影響で軽減を受ける世帯が縮小しないよう経済動向等を踏まえて見直しています。

国は令和６年度の軽減判定所得の基準額引き上げを予定しています。

５割軽減「２９万円」→「２９．５万円」　２割軽減「５３．５万円」→「５４．５万円」

〇こども医療費助成事業（地方単独事業）にかかる国保減額調整の廃止

子どもの医療費助成事業を自治体が独自に行っている場合、国から国保国庫負担金が減額調整されていました。

国のこども・子育て政策により、令和６年度から高校生までの医療費助成については減額調整を廃止することとなりました。

その他

　Ｒ6.1 産前産後の保険料（税）の免除　

出産の産前産後期間（４か月）の国保税の均等割・所得割にかかる免除制度を令和６年１月から開始。

対象者：令和5年11月1日以降に出産予定または出産した国保被保険者

　Ｒ6.12 健康保険証の廃止

国がすすめるオンライン資格確認に必要なマイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴い、健康保険証の廃止時期が正式に決定。

 



（以下余白　次ページへ）
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議案第２号　保険料（税）方針案について

◇保険料水準の統一　　

　　　これまでの経緯 　　参照　１４～１７ページ　

　

◇保険料（税）方針とは

　　必要な理由

　　　市町村国保では、過去の医療費の実績から必要となる医療費やその他経費を計算し、翌年の支出（歳出）を見込みます。

　　　また加入者数や年齢、世帯構成、所得状況等から国保税の収納予定額、過去の実績から国の補助金を見込み、収入（歳入）を計算しています。

　　　赤字が見込まれる場合には、税率改定等を行ったり、時には保有基金を取り崩しするなどして市町村独自で財政運営を行っています。

　　　（南国市では平成30年度に税率改定、令和元年度以降は基金取崩しによる赤字補填を行いました。）

　　　県内保険料水準の統一となった場合には、このような対応は不要となる（統一保険料（税）で財政運営ができるようになる）とされています。

　　　しかし、現在の市の税率と統一後の保険料水準とで乖離がある場合、令和12年度以降、被保険者にとって急激な税負担となってしまいます。

　　　従って、安定した国保財政の運営のために保険料（税）の将来推計を行い、計画的に保険料（税）改定を行う方針を策定する必要があります。

　　策定について

　　　第３期高知県国民健康保険運営方針には、市町村は令和12年度の保険料水準統一に向けて、それぞれの状況に応じて保険料（税）の改定ができるよう

　　　県と協力して「保険料（税）方針」を策定するよう規定されています。

　　将来推計の実施

　　　県は令和12年度の保険給付費（医療費）等の予測を行い、市町村ごとの国保事業費納付金※及び必要とされる統一後の保険料（税）を推計しました。

　　　医療給付費は過去3年間の推移から推計。また人口や加入者数等の推計は国の数値を使用。

　　　この県の示した将来推計を基に市町村は保険料（税）方針を決定します。

　　　　※国保事業費納付金は市町村が県に納めるもので、県は集めた納付金を市町村に普通交付金として再分配しています。

　　　　　 県から交付された普通交付金は市町村の医療費の支払いに充てられています。

 



◇南国市の保険料（税）方針

　　　現在の市税率は統一後の保険料水準と比較すると低くなっています。

　　　令和12年度までに段階的に税率改定を行い、統一保険料の水準に合わせていく必要があります。

　　　保険料（税）方針を策定するうえで、以下の2点が検討項目となります。

　　１）県の作成した将来推計について

　　　　　医療給付費等県が示した各数値は過去3年間の実績等から推計した、今現在で考えうる令和12年度保険料水準であるため、

　　　　　時勢の変化等で今後変わる可能性があります。

　　　　　県では令和8年度に統一にかかる中間評価を行い、その時点で改めて将来推計を行う予定です。

　　　　　また、県は参考資料として毎年将来推計を行い、市町村に提供することも予定しています。

　　２）保有基金の使い道について

　　　　　これまで決算時の赤字補填や、またコロナ禍には税率改定を見送り、歳入不足分に基金を充ててきました。

　　　　　令和12年度以降は市独自の判断で税率改定せず、基金を投入するという選択はできなくなります。

　　　　　統一後は基本的に赤字になることはありませんが、収納率が大幅に下がり税収が減額となった場合には赤字決算となってしまう可能性もあります。

　　　　　現在約2億円保有する基金は、万一の場合に備えて一定額、保有しておく必要はあるものの、

　　　　　統一に向けた税率改定を行っていく際には、被保険者の税負担を軽減するために使用したい。

　　　以上を踏まえて保険料（税）方針案を作成　 １２ページ　、別紙資料　
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 12 【差し替え（資料12ページ）】◇保険料（税）方針（案）の考え方

　前提条件 県指定の様式使用。各種数値は実績より推計したもの。

R5,R6の一部数値についてはR5.12月末時点での確定額及び見込額を使用。

被保険者数は国立社会保障人口問題研究所公表の令和12年度高知県推計人口より推計。

R6年度は改定せず、R7年度以降の改定時期を検討。

R5年度末の基金残高を２億円として基金保有額を計算。

＜A案＞
　Ｒ７～Ｒ12年の６年間での税１人当たり上がり幅が一番小さく均等なため、負担感は少ない。

　毎年改定となるため、事務処理が煩雑となる。基金残高が多い。

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 基金残高

１人当たり
保険料（税）額

117,716 122,716 127,716 132,716 137,716 142,716 147,880

保険料（税）
上がり幅/人

0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,164

単年度収支 12,921,886 △ 41,887,699 △ 27,076,165 △ 14,494,581 △ 4,142,949 3,978,734 1 △ 70,700,773

基金保有額 212,921,886 171,034,188 143,958,023 129,463,441 125,320,493 129,299,226

メリット

デメリット

＜B案＞
　Ｒ７年度までは改定しないので、直近の実績や財政状況を確認して、方針で定めた保険料（税）改定時期を精査することができる。

　改定時期を延ばすことになった場合には、Ｒ８年度中間評価での将来推計の結果をもって、より現実的な税率改定を行うことができる。

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 基金残高

１人当たり
保険料額

117,716 117,716 123,716 129,716 135,716 141,716 147,880

保険料（税）
上がり幅/人

0 0 6,000 6,000 6,000 6,000 6,164

単年度収支 12,921,886 △ 85,002,773 △ 60,676,244 △ 39,025,656 △ 20,051,008 △ 3,752,301 1 △ 195,586,094

基金保有額 212,921,886 127,919,114 67,242,870 28,217,214 8,166,206 4,413,905

メリット

デメリット

※保険料（税）額は今後の方向
性を定めるための目安です。
実際の改定額ではありません。

129,299,227

4,413,906

　毎年の税の上がり幅が小さい。基金が多い。

　毎年改定するため、事務処理が煩雑。基金が活用できない。

　Ｒ７年度は改定しない。基金を最大限活用でき、かつ改定年の税の上がり幅が少ない。

　基金残高が少ない。



◇参考

税率改定はR12までしない場合
　R11からＲ12の税１人当たり上がり幅が3万円を超える。現実的でない。基金がもたない。

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 基金残高

１人当たり
保険料額

117,716 117,716 117,716 117,716 117,716 117,716 147,880

保険料（税）
上がり幅／人

0 0 0 0 0 0 30,164

単年度収支 12,921,886 △ 85,002,773 △ 111,076,363 △ 137,149,952 △ 163,223,542 △ 189,297,131 1 △ 672,827,874

基金保有額 212,921,886 127,919,114 16,842,751 △ 120,307,201 △ 283,530,743 △ 472,827,875

基金を最大限まで使ってから改定する場合
　Ｒ８までは改定せず、Ｒ９から改定。1人当たり上がり幅が1万７千円となり、負担感が強い。

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 基金残高

１人当たり
保険料額

117,716 117,716 117,716 134,716 138,716 142,716 147,880

保険料（税）
上がり幅／人

0 0 0 17,000 4,000 4,000 5,164

単年度収支 12,921,886 △ 85,002,773 △ 111,076,363 1,859,468 3,811,081 3,978,734 1 △ 173,507,966

基金保有額 212,921,886 127,919,114 16,842,751 18,702,219 22,513,300 26,492,034

△ 472,827,874

26,492,034
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【Ｒ４年度第１回国民健康保険運営協議会　R5.2.8開催　資料抜粋】

　県内国保の保険料水準の統一に向けた知事・市町村長会議

　　【主な方針】

〇

〇 統一は令和６年度から開始。６年間の経過措置期間を経て令和１２年度には完全統一。

〇 市町村は統一に向けて赤字解消等の財政健全化を行う。

〇 県と市町村は、収納率向上や保健事業等による医療費適正化をより一層強化し、統一保険料の抑制に努める。

〇 市町村は事務の広域化・標準化に取り組む。

〇

　今後の動き

　　　県が行っていくこと

〇 保険料（税）の将来推計

〇 県全体の医療費適正化に向けた取り組み （県全体の健康課題、医療費分析　県版データヘルス計画の策定（令和5年度））。

〇 医療提供体制の確保

〇 国保事務の統一 （市町村事務の状況確認。事務の広域化、標準化の推奨）

〇 県民への周知、広報

　　　市が行っていくこと

〇 保険料（税）方針の決定 （将来推計を基にした税率見直し時期、基金の使途など）。

〇 医療費適正化の取り組み強化　（第３期データヘルス計画の策定（令和5年度）、関係各機関との連携強化）。

〇 収納率向上の取り組み強化

〇

〇 市民への周知、広報

　　　令和４年８月22日（月）開催　　　高知県知事　市町村長　国保連合会　厚生労働省　出席

「県内のどの市町村に住んでいても、同じ所得、同じ世帯構成であれば同じ保険料」

統一に向けた取組の進捗状況について、令和８年度に中間評価を行う。

事務処理の見直し （広域化、標準化への移行）

 



【令和５年度国民健康保険運営協議会委員研修会（R5.11.17開催） 　資料抜粋】
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【令和５年度国民健康保険運営協議会委員研修会（R5.11.17開催） 　資料抜粋】



【令和５年度国民健康保険運営協議会委員研修会（R5.11.17開催） 　資料抜粋】
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【参考資料】   18

資料１　国保税・保険給付費・基金の推移

（単位：千円)

対前年差引額 対前年比（％） 対前年差引額 対前年比（％） 繰入額 残額

平成３０年度 1,033,778 △ 87,978 92.2 4,230,161 16 100.0 0 288,562

令和元年度 1,001,657 △ 32,121 96.9 4,112,478 △ 117,683 97.2 39,486 249,102

令和２年度 992,688 △ 8,969 99.1 4,125,788 13,310 100.3 14,156 234,957

令和３年度 942,228 △ 50,460 94.9 4,089,901 △ 35,887 99.1 12,293 222,669

令和４年度 910,744 △ 31,484 96.7 3,885,559 △ 204,342 95.0 8,711 213,963

国　保　税 保険給付費
国保財政調整基金



資料２　被保険者数等の推移

人　　口 世帯数 被保険者数
１世帯当たり
被保険者数 国保加入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ） （Ｃ）／（Ａ） （Ｄ） （Ｄ）／（Ｃ） （Ｅ） （Ｅ）／（Ｃ） （Ｆ） （Ｆ）／（Ｃ）

Ｈ30 47,176 6,882 10,994 1.60 23.23 10,909 99.23 85 0.77 5,054 45.97

R1 46,967 6,695 10,586 1.58 22.54 10,566 99.81 20 0.19 4,966 46.91

R2 46,719 6,598 10,348 1.57 22.15 10,348 100.00 0 0.00 4,937 47.71

R3 46,332 6,544 10,157 1.55 21.92 10,157 100.00 0 0.00 4,927 48.51

R4 46,069 6,318 9,644 1.53 20.93 9,644 100.00 0 0.00 4,609 47.79

R5 46,133 5,949 8,918 1.50 19.33 8,918 100.00 0 0.00 4,176 46.83

　　　世帯数及び被保険者数は事業年報による年度平均（令和5年度は12月月報数値)

（注）人口は年度末（令和5年度は12月末時点）

（単位：人、％）
　
年
度

国　　　　　　民　　　　　　健　　　　　　康　　　　　　保　　　　　　険

一　　般 退　　　職 前期高齢者（65～74歳）
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　　　　　（単位：千円、％）

老人分の

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 占める割合

Ｈ30 4,953,150 99.5 4,910,987 100.9 42,163 38.5

R1 4,785,190 96.6 4,781,465 97.4 3,725 8.8

R2 4,760,386 99.5 4,760,330 99.6 56 1.5

R3 4,739,442 99.6 4,739,745 99.6 -33 ―　

R4 4,512,926 95.2 4,512,926 95.2 0 ―　

資料３　医療費の状況

医療費の推移（１）　療養諸費額

　
年
度

療　　　養　　　諸　　　費　　　額

　　　　全　　　体 　　　　一　　般 　　　　退　　職  　 　　　　老　　人 　　 



医療費の推移（２）　一人当たり療養諸費額  （単位：円、％）

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

Ｈ30 450,532 102.7 450,178 103.0 496,035 96.4 430,209 102.3 367,989 101.6

R1 452,030 100.3 452,533 100.5 186,250 37.5 439,366 102.1 378,939 103.0

R2 460,030 101.8 460,024 101.7 0 0.0 434,364 98.9 370,881 97.9

R3 466,618 101.4 466,648 101.4 0 0.0 454,207 104.6 394,729 106.4

R4 467,952 100.3 467,952 100.3 0 0.0

　　（注）一人当たり療養諸費費用額は、療養諸費費用額を３－２ベースによる年間平均被保険者数で除した金額。

　　　　　県平均、全国平均は厚生労働省の統計　国民健康保険事業年報　都道府県別統計表第14表より（政府統計の総合窓口e-Stat)

　
年
度

一　人　当　た　り　療　養　諸　費　額

　　　全　　　体 一　　般 　　　退　　　職 高知県平均 全国平均
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被保険者
数（人）

費用額（円）
一人当たり
療養諸費

（円）

　　　　～64歳 5,859 1,931,945,268 329,740

　　 65～69歳 2,477 1,263,451,173 510,073

　　 70～74歳 2,577 1,715,590,386 665,732

（再掲）65～74歳 5,054 2,979,041,559 589,442

小計 10,913 4,910,986,827 450,013

85 42,162,640 496,031

10,998 4,953,149,467 450,368

　　　　～64歳 5,600 1,840,051,483 328,581

　　 65～69歳 2,265 1,046,905,269 462,210

　　 70～74歳 2,701 1,894,508,766 701,410

（再掲）65～74歳 4,966 2,941,414,035 592,311

小計 10,566 4,781,465,518 452,533

20 3,724,855 186,243

10,586 4,785,190,373 452,030

　　　　～64歳 5,411 1,783,077,857 329,528

　　 65～69歳 2,095 1,036,389,999 494,697

　　 70～74歳 2,842 1,940,861,784 682,921

（再掲）65～74歳 4,937 2,977,251,783 603,049

小計 10,348 4,760,329,640 460,024

0 55,810 0

10,348 4,760,385,450 460,030

　　　　～64歳 5,230 1,738,100,089 332,333

　　 65～69歳 1,956 1,007,713,091 515,191

　　 70～74歳 2,971 1,993,661,479 671,041

（再掲）65～74歳 4,927 3,001,374,570 609,169

小計 10,157 4,739,474,659 466,622

0 -33,050 0

10,157 4,739,441,609 466,618

　　　　～64歳 5,035 1,677,400,361 333,148

　　 65～69歳 1,935 1,127,645,329 582,762

　　 70～74歳 2,674 1,707,880,681 638,699

（再掲）65～74歳 4,609 2,835,526,010 615,215

小計 9,644 4,512,926,371 467,952

0 0 0

9,644 4,512,926,371 467,952

3
年
度

一
般

退　　職

合　　　　計

4
年
度

一
般

退　　職

合　　　　計

元
年
度

一
般

退　　職

合　　　　計

2
年
度

一
般

退　　職

合　　　　計

区　　分

30
年
度

一
般

退　　職

合　　　　計

年度別・年齢別の被保険者数・一人当たり療養諸費について

589,442

592,311

603,049 609,169
615,215

496,031

186,243

0 0 0

450,368 452,030 460,030 466,618 467,952

329,740 328,581 329,528 332,333 333,148

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

一人当たり療養諸費の推移

一般（65～74歳）

退職

合計

一般（～64歳）

（円）

 



 

（基礎分） （後期支援金分） （介護分）

年度 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計

H26 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.29 97.37 93.61 2.2 9.5 6,000 5,000 160,000 93.56 97.52 93.87 1.8 6.9 7,500 5,900 140,000 90.52 97.43 91.84

H27 7.8 28.0 25,000 27,000 520,000 93.66 97.69 93.89 2.2 9.5 6,000 5,000 170,000 93.93 97.79 94.16 1.8 6.9 7,500 5,900 160,000 91.06 97.72 92.03

H28 7.8 28.0 25,000 27,000 540,000 94.17 97.47 94.28 2.2 9.5 6,000 5,000 190,000 94.48 97.64 94.58 1.8 6.9 7,500 5,900 160,000 91.76 97.68 92.26

H29 7.8 28.0 25,000 27,000 540,000 94.67 97.32 94.71 2.4 9.5 7,000 8,000 190,000 94.81 97.37 94.85 2.2 6.9 8,500 6,400 160,000 92.72 97.19 92.90

H30 8.3 - 26,300 30,000 580,000 93.94 95.47 93.94 2.6 - 8,100 9,400 190,000 93.94 95.43 93.95 2.3 - 9,100 7,200 160,000 91.35 95.67 91.41

R1 8.3 - 26,300 30,000 610,000 94.11 96.70 94.12 2.6 - 8,100 9,400 190,000 94.12 96.69 94.12 2.3 - 9,100 7,200 160,000 91.79 97.58 91.81

R2 8.3 - 26,300 30,000 630,000 95.33 95.33 2.6 - 8,100 9,400 190,000 95.32 95.32 2.3 - 9,100 7,200 170,000 93.21 93.21

R3 8.3 - 26,300 30,000 630,000 95.23 95.23 2.6 - 8,100 9,400 190,000 95.23 95.23 2.3 - 9,100 7,200 170,000 92.85 92.85

R4 8.3 - 26,300 30,000 650,000 95.01 95.01 2.6 - 8,100 9,400 200,000 95.01 95.01 2.3 - 9,100 7,200 170,000 92.43 92.43

R5 8.3 - 26,300 30,000 650,000 2.6 - 8,100 9,400 220,000 2.3 - 9,100 7,200 170,000

資料４　国保税率及び収納率の推移

※色付きの部分が変更点

    （単位：円、％）

税　　　　　率 収　納　率 税　　　　　率 収　納　率 税　　　　　率 収　納　率
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資料5　市町村標準保険料率（市町村算定方式）

所得割率
（％）

資産割率
（％）

均等割額
（円）

平等割額
（円）

所得割率
（％）

資産割率
（％）

均等割額
（円）

平等割額
（円）

所得割率
（％）

資産割率
（％）

均等割額
（円）

平等割額
（円）

県の示す標準保険料率（Ｈ29まで
４方式であったため） 7.14 24.73 20,889 22,694 2.43 9.36 6,632 7,626 2.08 6.32 8,266 5,548

南国市の保険料率
（Ｈ30） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 8.83 - 29,643 31,928 2.79 - 9,218 10,101 2.39 - 9,982 7,485

南国市の保険料率
（Ｈ31） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 8.79 ‐ 36,007 24,711 2.70 ‐ 10,885 7,470 2.28 ‐ 11,596 5,811

南国市の保険料率
（R2） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 8.51 ‐ 35,008 24,031 2.60 ‐ 10,419 7,152 2.46 ‐ 12,476 6,301

南国市の保険料率
（R3） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 7.84 ‐ 33,584 21,721 2.55 ‐ 10,595 6,853 2.57 ‐ 13,034 6,494

南国市の保険料率
（R4） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 6.94 ‐ 29,424 19,263 2.80 ‐ 11,495 7,525 2.44 ‐ 12,551 6,214

南国市の保険料率
（R5） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

介護納付金分

令和５年

平成3１年
（令和元年度）

令和2年

令和3年

令和4年

平成30年

年度 区分
医療分 後期高齢者支援金分


